
出来レースの有識者会議の提言 

 「防衛力を総合的に考える有識者会議」の報告

書は、「敵のミサイル発射基地などをたたく「反撃能力」

（敵基地攻撃能力）の保有を「不可欠」として、防衛費

の倍増」を提言している。もっとも、同会議は、上山隆

大さん（総合科学技術・イノベーション会議議員）・橋

本和仁さん（JST理事長）等の“お決まり”のメンバー

で、9月30日から合計4回、各々1時間程度開催され

た「結論ありき」のものに過ぎない。 

軍事研究に動員される大学研究者 

報告書では、研究開発について「先端的で原理的

な技術は、ほとんどが民生でも安全保障でも活用で

きるマルチユースで、区別は実際には不可能になっ

てきている。」としたうえで、「総合的な防衛体制の強

化に当たっては、安全保障分野の研究者だけでなく、

広くアカデミアや民間の最先端の研究者の協力が必

須である。」としている。「政府は、政府と大学、民間

が一体となって、防衛力の強化にもつながる研究開

発を進める仕組みづくりに早急に取り組むべきであ

る。」と提言している。 

年内には新たな国家安全保障戦略等が策定され

る予定で、岸田政権の動きが早い。大学人の知らぬ

間に軍事研究が既成事実化されようとしている。 

「戦後レジーム脱却」を謀る安倍政権 

かつて保守政治家の頭目・中曽根康弘元首相は

「戦後政治の総決算」と公言し、“日本列島を不沈空

母化する”などと唱えたが、イデオロギーを継承する

安倍晋三元首相は、「戦後レジームからの脱却」を公

言し、憲法改悪をめざしつつ、多くの反対意見を顧み

ず、着々と法整備を強行してきた。 

〇特定秘密保護法（2013年12月） 

〇新安保法制（2015年9月） 

〇共謀罪法（2017年6月） 

〇デジタル監視法（2021年5月）  

〇重要土地利用規制法（同年6月） 

経済安保推進法で進む「産学官自」 

もはや、安倍「亜流」政権と言わざるを得ない岸田

政権は、2022年に入り、前のめりに日本を“戦争の

できる国”にすべく、動き出している。 

拙速な国会審議で5月に成立した「経済安保推進

法」は、中国等への民衆の漠然とした不安を煽り、企

業や大学の研究開発活動を安全保障体制に組み込

むものだ。大学は「産学官自（自衛隊）」連携の下で

軍事研究に動員されようとしている。 

すでに、経済安全保障重要技術育成プログラムが

2500億円（科研費と同額）予算化されている。 
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就任当初は「核兵器のない世界をめざす」と公言していた岸田首相は、ロシアのウクライナ侵略を契機と
して、米国のバイデン政権の意向を受けて、防衛費のＧＤＰ２％枠への拡大に向けて右旋回した。１１月２２
日、「防衛力を考える有識者会議」は防衛費倍増をめざすとする報告書をまとめたが、大学は「産学官自」
連携で軍事研究に動員されようとしている。対米従属一辺倒の外交姿勢に堕した岸田政権は、もはや安倍
「亜流」政権といえる。軍拡路線に歯止めをかける広範な運動展開が求められている。 
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(出典) 国力としての防衛力を総合的に考える有識者会議（第 1回） 内閣官房国家安全保障局提出資料 

 


